別表（第２条関係）
	補助事業名
	商店街再編事業費補助

	補助事業の目的
	 　空き店舗の増加等により衰退する商店街とその商圏後背地となる住宅を含む区域において、商店街の活性化とまちの再整備により賑わいを創出するため、商店街の再編の取組を支援する。

	 補助事業の対象
 となる者
	(1) 店舗再編促進事業

     テナント事業者又は店舗所有者（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する風俗営業を除く）

(2) 再編店舗開業支援事業

①　誘致支援

　　　再生協議会、まちづくり会社等

　②　開業支援
　　　テナント事業者又は店舗所有者（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する風俗営業を除く）
(3) 再編店舗円滑化事業
 　テナント事業者又は店舗所有者（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する　法律第２条に規定する風俗営業を除く）

	 補助事業の対象
 となる経費
	 　商店街の活性化とまちの再整備による賑わいのまちづくりに関する要領第４条に基づき承認を受けたまちなか再生計画に基づく次の事業に要する経費。ただし、消費税及び地方消費税は除く。
(1) 店舗再編促進事業
店舗移転に伴う引越費用
(2) 再編店舗開業支援事業

①　誘致支援

　　　複数の空き店舗をまとめ一体的に出店誘致するためのコンサル委託費

　②　開業支援

　　　店舗の移転開店に伴う内装・設備工事費、付帯設備設置費等に要する経費

 (3) 再編店舗円滑化事業

店舗の移転開店に伴う店舗賃借料

	 補　助　率
	(1) 店舗再編促進事業

補助対象経費の１／３以内、かつ市町が補助する額の範囲内
(2) 再編店舗開業支援事業

　　 補助対象経費の２／３以内

(3) 再編店舗円滑化事業

定額

	 補助金の額
	(1) 店舗再編促進事業
１補助事業者につき200千円を限度とし、知事が予算の範囲内で必要と認めた額

(2) 再編店舗開業支援事業
①　誘致支援
１補助事業者につき8,000千円を限度とし、知事が予算の範囲内で必要と認めた額

②　開業支援
１補助事業者につき4,000千円を限度とし、知事が予算の範囲内で必要と認めた額

(3) 再編店舗円滑化事業

次の区分に応じた補助単価にその区分面積を乗じた額の総額で、実家賃の　１／２以下
面積区分
補助単価
200㎡までの部分
1,000円／㎡・月
200㎡を超え1,000㎡までの部分
500円／㎡・月
1,000㎡を超え3,000㎡までの部分
200円／㎡・月
※　ただし、千円未満の端数は切り捨てる。

	 適用除外する条
 項
	　　第１９条、第２２条第２項

	
 その他の事項
	

	
	

	
	


別に定める事項
	関係条項
	内　　　　　　　　　　　　　　　　容

	 第３条
	 （添付書類）
 　　補助事業計画書（別紙１）
　　 補助金交付申請書 別記省略

	
	 （指定期日）
 　　別途通知に定める日

	
 第７条第１項
	 （軽微な経費配分の変更）


	
	 （軽微な事業内容の変更）
 　　事業計画の細部を変更する場合

	
	 （添付書類）
 　　補助事業変更計画書（補助事業計画書に準ずる）

	
	 （指定期日）
 　　変更のあった日から２週間以内

	 第９条第１項
	 （報告事項等）
　　 補助事業実施状況報告書（別紙２）

	
	（指定期日）
　　別途通知に定める日

	 第11条
	 （添付書類）
 　　補助事業実績報告書（別紙３）
　　 補助事業実績報告書 別記省略

	
	 （指定期日）
 　　補助事業完了後３０日以内又会計年度終了後１０日以内のいずれか早い日


	 第19条第１項
	 （処分制限期間）

	
	

	
	


別紙１
	補 助 事 業 計 画 書

	１店舗再編促進事業
	移転計画
	移転（予定）年月日
	

	
	
	経　　　費


	

	
	
	業　者　名
	

	２再編店舗開業支援事業
	コンサル委託事業計画
	業　者　名
	

	
	
	経　　　費
	

	
	
	契約（予定）年月日
	

	
	
	委 託 期 間
	

	
	内装設備等計画
	業　者　名
	

	
	
	経　　　費
	

	
	
	契約（予定）年月日
	

	
	
	工　　　期
	

	３再編店舗円滑化事業
	賃借計画
	賃借物件
	所　在　地
	

	
	
	
	所　有　者
	氏名

住所

	
	
	
	面　　　積
	土地　建物

	
	
	
	状　　　況
	　　年　　月から空き店舗

	
	
	賃借人名
	

	
	
	業　　　種
	

	
	
	賃　借　料
	

	
	
	契約（予定）年月日
	

	
	
	契約（予定）期間
	


４　添付書類
(1) まちなか再生計画（写）
(2) 事業者概要
(3) 移転のために要する費用の見積書（２者以上）（写）
(4) 補助対象施設の内装工事等に係る見積書（２者以上）（写）、仕様書（カタログ）、その図面及び配置図並びに店舗所在を示す地図
(5) 賃貸借契約書草案

(6) 事業経費計画表

(7) 商店街の推薦状
(8) その他参考となる資料
（別紙２）
事業者名（　　　　　　　　　　　）
補助事業実施状況報告書
１　事業実施状況
　※「補助金交付申請書」中の計画について、その実施状況並びに今後の予定等について、簡潔に記載して下さい。

別紙３
	補 助 事 業 実 績 書

	１店舗再編促進事業
	移転計画
	移転年月日
	

	
	
	経　　　費


	

	
	
	業　者　名
	

	２再編店舗開業支援事業
	コンサル委託事業計画
	業　者　名
	

	
	
	経　　　費
	

	
	
	契約年月日
	

	
	
	委 託 期 間
	

	
	内装設備等計画
	業　者　名
	

	
	
	経　　　費
	

	
	
	契約年月日
	

	
	
	工　　　期
	

	３再編店舗円滑化事業
	賃借計画
	賃借物件
	所　在　地
	

	
	
	
	所　有　者
	氏名

住所

	
	
	
	面　　　積
	土地　建物

	
	
	
	状　　　況
	　　年　　月から空き店舗

	
	
	賃借人名
	

	
	
	業　　　種
	

	
	
	賃　借　料
	

	
	
	契約年月日
	

	
	
	契約期間
	


４　添付書類
(1) 補助対象となった事業に関する契約書、請書など契約内容を示す書類（内容内訳含む）（写）
(2) 明細の分かる請求書
(3) 事業経費総括表

(4) 振込依頼書（金融機関の受付印が押してあるもの）（写）等
(5) 移転前の写真・地図
(6) 移転後の写真・地図
(7) その他参考となる資料
